
１ 決算規模・決算収支

（１） 決算規模

（２） 決算収支

※ ：
※ ：
※ ：

【歳入】

【歳出】

8,862.2億円（対前年度　12.1億円、0.1％）

8,542.5億円（対前年度　69.2億円、0.8％）

【実質単年度収支】

【単年度収支】

【実質収支】

歳入、歳出とも前年度より増加しました。

266.0億円となり、前年度同様全ての団体が黒字となりました。

実質単年度収支 単年度収支に、財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還を加え、財政調整基金の取崩し額を差し引いた額

実 質 収 支

単 年 度 収 支

▲42.7億円となり、４年ぶりに赤字となりました。市町村別では、赤字団体は19団

体となり、前年度（10団体）に比べ、９団体増加しました。

▲98.1億円となり、４年ぶりに赤字となりました。市町村別では、赤字団体は18

歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額

団体となり、前年度（５団体）から13団体増加しました。
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※各収支用語の説明は次ページにあります。

平成28年度普通会計決算の概要
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（単位：億円）

歳 入 総 額 歳 出 総 額 形 式 収 支 実 質 収 支 単 年 度 収 支 実質単年度収支

2,885.5 2,789.3 96.2 75.4 3.8 ▲ 42.1

1,847.0 1,799.5 47.4 38.5 ▲ 16.4 0.7

502.6 487.5 15.1 14.2 ▲ 8.3 ▲ 17.3

236.5 229.5 6.9 6.8 ▲ 1.5 2.7

243.0 237.9 5.1 3.3 ▲ 1.5 ▲ 10.4

200.2 196.2 4.0 2.2 ▲ 2.3 ▲ 2.2

280.2 273.2 7.0 5.8 ▲ 1.7 2.1

260.8 253.3 7.5 6.0 0.1 ▲ 0.3

261.7 241.6 20.1 16.2 ▲ 1.9 ▲ 1.2

225.9 219.0 6.8 4.9 ▲ 0.3 0.3

185.1 176.7 8.4 6.3 ▲ 2.0 ▲ 2.8

201.6 191.3 10.3 8.4 0.6 ▲ 3.3

333.2 319.8 13.3 12.7 ▲ 5.1 ▲ 4.3

209.3 198.5 10.8 10.4 ▲ 2.3 ▲ 1.1

158.5 148.0 10.5 9.7 1.3 ▲ 2.1

8,031.0 7,761.4 269.6 220.7 ▲ 37.6 ▲ 81.4

94.2 89.5 4.7 4.3 ▲ 1.9 ▲ 1.9

52.7 50.0 2.6 2.0 0.5 0.6

49.6 45.7 3.9 3.3 0.4 ▲ 0.9

96.8 92.5 4.3 3.9 ▲ 0.5 ▲ 7.3

21.1 20.0 1.1 1.1 ▲ 0.3 ▲ 0.3

126.9 118.9 7.9 7.0 ▲ 4.4 ▲ 7.1

57.9 54.2 3.7 3.5 ▲ 0.8 1.0

51.7 44.7 7.0 6.8 3.0 0.9

28.3 26.9 1.4 0.7 ▲ 0.9 ▲ 2.6

38.6 37.1 1.5 1.5 0.6 ▲ 0.6

115.6 107.8 7.8 7.6 ▲ 0.4 0.1

98.0 93.8 4.2 3.7 ▲ 0.3 1.3

831.2 781.1 50.1 45.3 ▲ 5.1 ▲ 16.7

8,862.2 8,542.5 319.7 266.0 ▲ 42.7 ▲ 98.1

◆　用語解説

平成28年度　市町村別普通会計決算収支の状況

市 町 村 名

市　計 

町　村　計

県　計

岡 山 市

倉 敷 市

津 山 市

玉 野 市

備 前 市

新 庄 村

鏡 野 町

奈 義 町

西 粟 倉 村

久 米 南 町

美 咲 町

矢 掛 町

●単年度収支
　実質収支はその年度以前の累積された収支が含まれているため、その部分を除いたその年度だけの収支の結果です。実際の算定は、その年度の
実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額となります。

●実質単年度収支
　単年度収支から実質的な黒字要素や赤字要素を除いたもので、これらがなかったと仮定して、単年度収支がどうなったかを見るものです。実際
の算定は、単年度収支に、財政調整基金に積み立てた額と地方債を繰上償還した額を黒字要素として加え、財政調整基金を取り崩した額を赤字要
素として差し引いた額となります。

　市町村などの地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分整理されていますが、各団体の特別会計の区分は画一ではありません。そのた
め、団体間や時系列での比較ができるように、一般会計とその他一般行政部門の特別会計を合わせて、普通会計として統計上整理しています。

●形式収支
　歳入総額から歳出総額を差し引いた額です。

●実質収支
　その年度の決算について、収支が赤字か黒字かを見るための指標で、形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額です。

吉 備 中 央 町

●普通会計

勝 央 町

笠 岡 市

井 原 市

総 社 市

高 梁 市

新 見 市

和 気 町

早 島 町

里 庄 町

瀬 戸 内 市

赤 磐 市

真 庭 市

美 作 市

浅 口 市
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２ 歳入

（１） 歳入構造

　平成28年度の歳入は8,862.2億円で、前年度に対して12.1億円（0.1％）の増加となりました。

　歳入に占める割合は、大きいほうから地方税（32.1％）、地方交付税（20.3％）、国庫支出金

（14.1％）、地方債（10.0％）の順となっています。

●地方税
　地方公共団体が仕事を進めていく上で根本になる財源で、その地域に暮らし、活動している個人や法人が負担しているものです。地方
税には都道府県が課税する都道府県税と市町村が課税する市町村税があります。

●地方債
　地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度にわたり行われるも
のです。

◆　用語解説

0% 25% 50% 75% 100%

町村計

(790億円)

市計

(8,060億円)

県計

(8,850億円)

全国計

(58兆7,287億円)

17.2%

33.6%

32.1%

地方税
32.8%

1.1%

1.0%

1.0%

地方譲与税
0.7%

37.5%

18.5%

20.3%

地方交付税
14.0%

8.2%

14.7%

14.1%

国庫支出金
15.7%

6.8%

5.3%

5.4%

県支出金
6.8%

8.7%

10.2%

10.0%

地方債
8.4%

20.5%

16.7%

17.1%

その他
21.6%

地方税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他（各種交付金等）

歳入構造

33.0%
38.2% 39.1%

34.6% 33.0% 33.2% 33.1% 32.0% 32.1% 31.9% 32.1% 32.8%

1.4%

1.3% 1.3%

1.3%
1.2% 1.2% 1.1%

1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 0.7%

21.1%

21.3%
22.6%

22.7% 23.5% 23.7% 23.6%
22.4% 21.2% 21.0% 20.3%

14.0%

7.6%

8.8%
9.0% 15.7%

14.4% 13.2% 12.4%
13.4% 13.8% 13.6% 14.1%

15.7%

4.4%

5.1%
5.0%

4.4%
5.0% 5.0% 5.1%

4.7% 4.9% 5.3% 5.4%
6.8%

13.7%

9.1%
8.7% 7.9% 10.1% 10.2% 10.9% 13.4% 13.3% 11.0% 10.0%

8.4%

18.8% 16.2% 14.2% 13.4% 12.7% 13.5% 13.8% 13.2% 13.9% 16.2% 17.1%
21.6%

0%

25%

50%

75%

100%

平成9 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28年度 平成28年度

全国計

地方税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他（各種交付金等）

歳入構成比の推移
【参考】

3



平成28年度 市町村別歳入構成比
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【参考】

全 国 計

県 計

町 村 計

市 計

吉備中央町

美咲町

久米南町

西粟倉村

奈義町

勝央町

鏡野町

新庄村

矢掛町

里庄町

早島町

和気町

浅口市

美作市

真庭市

赤磐市

瀬戸内市

備前市

新見市

高梁市

総社市

井原市

笠岡市

玉野市

津山市

倉敷市

岡山市

地方税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他（各種交付金等）
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（２） 自主財源と依存財源

　市町村の財源は、自主財源（地方税など自主的に収入する財源）と依存財源（地方交付税など国又は都

道府県から交付される収入）に分けられ、自主財源の多寡は市町村の行政活動の自主性と安定性に影響を

与えます。
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地方税 自主財源その他 地方交付税 国庫支出金 地方債 依存財源その他

33.0%

38.2% 39.1%

34.6%
33.0% 33.2% 33.1%

32.0% 32.1% 31.9% 32.1%

21.1% 21.3%
22.6% 22.7% 23.5% 23.7% 23.6%

22.4%
21.2% 21.0% 20.3%

7.7%
8.8%

9.0%

15.7%
14.4%

13.2% 12.4%
13.4% 13.8% 13.6% 14.1%

13.7% 9.1%

8.7% 7.9%
10.1% 10.2%

10.9%
13.4% 13.3%

11.0%
10.0%
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50.7%
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44.0%

41.9%
43.0% 43.4%

41.6% 42.1% 42.5%
44.2%

50.0%

49.3%
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56.0%

58.1%
57.0%

56.6%
58.4% 57.9%

57.5%
55.8%
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10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

平成9 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28年度

地方税 地方交付税 国庫支出金 地方債 自主財源 依存財源

（自主財源のうち）
地方税

（依存財源のうち）
地方交付税

構成別歳入の推移

自主財源、依存財源の割合の推移

自主財源

（依存財源のうち）
地方債

（依存財源のうち）
国庫支出金

（使用料、繰越金等） （各種交付金、県支出金等）

依存財源
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●扶助費
　社会保障制度の一環として、各種の法令に基づき被扶助者に対してその生活を維持するために支出される経費です。容易に削減、圧縮
できない経費であり、財政構造上構成比率が低いことが望ましいとされています。

（１） 歳出構造

３ 歳出

◆　用語解説

●投資的経費
　「普通建設事業費」、「災害復旧事業費」等が該当します。これらは、その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとし
て将来に残るものに支出される経費です。

　平成28年度の歳出は、8.542.5億円で前年度に対して、69.2億円（0.8％）の増加となりました。

　地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を経済的性質に分類した「性質別分類」と、行政目的

によって分類した「目的別分類」があり、それぞれ以下のグラフのとおりとなっています。

●義務的経費
　「人件費」、「扶助費」、「公債費」が該当します。これらは支出が義務づけられ任意に節減できない経費であるため、この比率が大
きいほど財政構造が硬直化しているといえます。

0% 25% 50% 75% 100%

町村計

(734億円)

市計

(7,740億円)

県計

(8,473億円)

全国計

(56兆5,351億円)

13.9%

15.9%

15.8%

人件費
15.5%

9.5%

22.9%

21.7%

扶助費
22.9%

11.1%

11.1%

11.1%

公債費
10.1%

14.2%

12.4%

12.6%

投資的経費
14.3%

16.0%

11.9%

12.2%

物件費
13.8%

14.1%

8.2%

8.8%

補助費等
7.1%

21.2%

17.6%

17.8%

その他
16.3%

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他（繰出金等）

性質別歳出構造

0% 25% 50% 75% 100%

町村計

(734億円)

市計

(7,740億円)

県計

(8,473億円)

全国計

(56兆5,351億円)

18.8%

11.0%

11.8%

総務費
12.1%

24.5%

36.6%

35.5%

民生費
37.2%

7.4%

9.4%

9.2%

衛生費
8.3%

11.8%

12.4%

12.4%

土木費
11.8%

10.4%

10.7%

10.7%

教育費
10.2%

11.1%

11.1%

11.1%

公債費
10.1%

16.0%

8.8%

9.3%

その他
10.3%

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他（農林水産業費、消防費等）

義務的経費

目的別歳出構造
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平成28年度 市町村別性質別歳出構成比
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【参考】

全 国 計

県 計

町 村 計

市 計

吉備中央町

美咲町

久米南町

西粟倉村

奈義町

勝央町

鏡野町

新庄村

矢掛町

里庄町

早島町

和気町

浅口市

美作市

真庭市
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備前市

新見市

高梁市

総社市

井原市

笠岡市

玉野市

津山市

倉敷市

岡山市

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 その他（繰出金等）
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平成28年度 市町村別目的別歳出構成比
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13.9

10.2

11.7

12.7
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12.5

13.6
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12.7

6.4

6.9
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【参考】

全 国 計

県 計

町 村 計

市 計

吉備中央町

美咲町

久米南町

西粟倉村

奈義町

勝央町

鏡野町

新庄村

矢掛町

里庄町

早島町

和気町

浅口市

美作市

真庭市

赤磐市

瀬戸内市

備前市

新見市

高梁市

総社市

井原市

笠岡市

玉野市

津山市

倉敷市

岡山市

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他（農林水産業費、消防費等）
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（２） 性質別決算額の推移

（３） 目的別決算額の推移

　義務的経費は、前年度と比較して65.1億円増加（1.6％）し、4,145.2億円となりましたが、依然として

歳出の半分近くを占めています。また、扶助費は16年連続の増加となっており、平成19年度の1.7倍以上と

なっています。

　民生費は、子ども・子育て支援新制度が平成27年４月から本格施行されたことに伴い、給付費が増加

したことなどにより、全体で前年度と比較して106.9億円増加（3.7％）しました。歳出総額に占める民

生費の割合は35.5％で、平成10年度から19年連続で第１位となっています。

性質別歳出の推移
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人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他の経費（補助費等）

義
務
的
経
費

1,007 932 944 1,095 962 864 836 917 957 970 1,004

1,624 1,934 1,992
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総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他（農林水産業費、消防費等）

目的別歳出の推移
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地方交付税の減少により、経常経費に充当できる経常一般財源が減少したことが主な要因です。

５団体増加しました。

●経常収支比率
　この比率は、経常一般財源（地方税、普通交付税等の例年決まって収入される、団体が自由に使える財源）が、経常経費（人件費、扶
助費、公債費等の例年決まって支出される経費）に、どの程度充当されているかを表したものであり、財政構造の弾力性を判断するため
に用いられます。

◆　用語解説

４ 財政指標

（１） 経常収支比率

　財政の弾力性を示す経常収支比率は、市町村平均（加重平均）89.4％となり、前年度（87．1％）に比べ

て2.3ポイント悪化しました。市町村別では、90％を超える団体は13団体となり、前年度（８団体）に比べ、

経常収支比率の推移
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平成28年度 市町村別経常収支比率

85.8

83.9

93.2

87.2

70.6

91.1

83.6

83.2

87.6

88.8

92.5

94.7

94.2

89.3

87.4

91.4

83.6

94.7

83.8

94.2

91.7

93.6

95.3

98.1

94.2

88.7

88.1

65.0 70.0 75.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0

吉備中央町

美咲町

久米南町

西粟倉村

奈義町

勝央町

鏡野町

新庄村

矢掛町

里庄町

早島町

和気町

浅口市

美作市

真庭市

赤磐市

瀬戸内市

備前市

新見市

高梁市

総社市

井原市

笠岡市

玉野市

津山市

倉敷市

岡山市

市平均 89.7％

町村平均 87.0%

県平均 89.4％

全国平均

92.5％

（％

11



23.6

20.6

23.9

22.9

19.6

21.6

25.5

20.7

18.7

19.5

21.8

16.2

22.2

27.0

19.9

21.0

23.0

26.8

28.8

25.6

22.6

21.2

25.7

24.5

19.2

22.3

30.2

21.4

23.3

24.2

13.3

14.8

13.1

11.1

13.1

13.8

18.6

9.7

13.3

19.2

23.8

14.6

16.4

13.0

16.7

13.2

10.6

12.2

13.4

13.3

13.3

12.7

14.1

12.0

14.5

14.3

15.8

11.4

14.5

12.5

11.2

4.8

11.9

3.0

4.2

4.4

2.7

3.5

7.0

2.2

1.3

5.8

8.3

9.4

5.6

7.6

4.7

5.5

9.4

8.7

7.2

4.7

6.1

10.8

7.4

9.2

11.0

11.4

14.6

14.5

17.4

17.1

17.4

20.3

24.4

19.6

17.3

9.9

17.5

19.1

14.3

12.2

12.3

11.7

13.4

16.0

21.5

19.3

17.2

14.9

13.9

23.7

24.1

18.9

16.0

15.4

14.8

21.5

14.0

18.1

13.8

16.2

13.6

13.1

14.2

21.0

11.4

14.7

10.2

14.8

8.7

22.4

10.4

17.1

26.2

20.5

9.6

15.0

15.1

11.8

10.8

14.4

15.6

14.8

22.0

18.8

14.3

17.6

16.3

9.7

10.1

13.5

9.8

15.4

8.4

12.8

11.7

12.1

24.4

8.8

13.3

16.4

19.2

14.3

12.9

15.9

19.9

8.6

7.5

9.3

26.9

7.1

8.6

10.7

14.5

15.3

12.0

10.9

6.0

9.1

89.4

87.0

89.7

85.8

83.9

93.2

87.2

70.6

91.1

83.6

83.2

87.6

88.8

92.5

94.7

94.2

89.3

87.4

91.4

83.6

94.7

83.8

94.2

91.7

93.6

95.3

98.1

94.2

88.7

88.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

県 計

町 村 計

市 計

吉備中央町

美咲町

久米南町

西粟倉村

奈義町

勝央町

鏡野町

新庄村

矢掛町

里庄町

早島町

和気町

浅口市

美作市

真庭市

赤磐市

瀬戸内市

備前市

新見市

高梁市

総社市

井原市

笠岡市

玉野市

津山市

倉敷市

岡山市

人件費 物件費 扶助費 公債費 繰出金 その他（補助費等）

平成28年度 市町村別経常収支比率性質別構成 （％）
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　全会計の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。
　この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

●実質公債費比率
　一般会計等が単年度で返済する必要のある借入金の返済額が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。この比
率が高くなるほど、財政の硬直化が進行し、新たな政策への予算配分が困難になるなど、行財政運営の自由度が下がることになります。

実質公債費比率
＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（3か年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　ました。なお、早期健全化基準以上となった団体はありません。

●実質赤字比率
　一般会計の赤字が、その標準的な年間収入に対してどの程度あるかを示すものです。
　この比率が高くなるほど、赤字解消の困難度が増し、より多くの歳出削減策や歳入増加策が必要となります。

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

エ　将来負担比率（早期健全化基準350％、政令指定都市は400％）

●連結実質赤字比率

◆　用語解説

　　連結実質赤字が発生している市町村はありません。

　　実質公債費比率は、市町村平均（加重平均）8.6％と、前年度（9.4％）に比べて0.8ポイント低下し

　ました。また、早期健全化基準以上となった団体はありません。なお、起債許可となる18％以上となっ

ウ　実質公債費比率（早期健全化基準25％、財政再生基準35％）

イ　連結実質赤字比率（早期健全化基準16.25％～20％、財政再生基準30％）

ア　実質赤字比率（早期健全化基準11.25％～15％、財政再生基準20％）

　た団体もありません。

　　将来負担比率は、市町村平均（加重平均）33.5％と、前年度（43.2％）に比べて9.7ポイント低下し

　健全化判断比率は、各市町村において「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19年法律第94

号）に基づき算出、公表することとされており、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費

比率」、「将来負担比率」の４つの指標の総称です。県内市町村の各指標の状況については以下のとおりで

（２） 健全化判断比率

す。

　　実質赤字が発生している市町村はありません。

※ 準元利償還金：公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金など、地方債の元利償還金に準ずるもの。

●将来負担比率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債が、その標準的な年間収入の何倍であるかを示すものです。
　この比率が高くなるほど、今後の財政運営が圧迫される可能性が高くなります。

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

●早期健全化基準
　自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることが必要となる基準です。
　４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）のうち１つでも基準値に達すると、「財
政健全化計画」を策定しなければなりません。

●財政再生基準
　健全化段階よりさらに悪化し、自主的な財政の健全化が困難とみなされる基準です。
　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のうち１つでも基準値に達すると、「財政再生計画」を策定しなければなりませ
ん。
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市町村別実質公債費比率 市町村別将来負担比率
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　また、標準財政規模（標準的な１年間の収入）に対する財政調整基金残高の割合を表す財政調整基金比率

は、24.6％と前年度から0.4ポイント上昇しています。

（２） 積立基金

５ 将来にわたる財政負担の状況

（１） 地方債現在高

　地方債の平成28年度末現在高は、26.0億円増加（0.3％）し、9,272.0億円となりました。

　なお、臨時財政対策債を除いた地方債残高は、114.7億円減少（▲2.1％）し、5,442.6億円となり、

平成13年度以降16年連続して減少しています。

　平成28年度末の基金残高は、134.6億円増加（5.2％）し、2,721.4億円となりました。

地方債現在高と標準財政規模に対する地方債現在高の割合の推移

積立基金現在高の推移
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●債務負担行為

●減債基金
　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還をおこなうときなどに取り崩されます。

　歳出予算の金額、継続費の総額または繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につい
て、その行為の内容を予算として定めておくもので、将来の支出を伴うものです。

本資料における計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が合わない場合があります。

●特定目的基金
　特定の目的（公共施設の整備、市民活動の推進、スポーツ振興など）のために財産の維持または資金の積立を目的とした基金です。こ
の基金は、設置された目的でなければ処分することができません。

●財政調整基金比率

　平成28年度末における将来にわたる財政負担額（※）は、8,489.9億円となり、前年度と比べて10.4億円

増加（1.2％）し、標準財政規模の約1.6倍の負担となっています。

　財政調整基金残高の、標準的な１年間の収入である標準財政規模に対する割合を表すものです。

※将来にわたる財政負担額＝地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高

●標準財政規模
　国庫補助金や地方債などの特定財源は年度によってばらつきがあるため、これらを除いた、地方税や普通交付税などの標準的な大きさ
を表すものです。

●財政調整基金
　年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、不況等の予期せぬ税収減や災害発生等の支出増加等への備えとなるものです。

◆　用語解説

（３） 将来にわたる財政負担
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１ 歳入の状況

（ △ 0.5 ） 32.1（ 32.0 ）

（ 2.9 ） 1.0（ 1.0 ）

（ △ 0.8 ） 20.3（ 21.0 ）

（ △ 1.1 ） 14.1（ 13.6 ）

（ 8.3 ） 5.4（ 5.3 ）

（ △ 17.0 ） 10.0（ 11.0 ）

うち臨時財政対策債 （ △ 11.2 ） 3.9（ 4.6 ）

（ △ 5.7 ） 2.8（ 1.9 ）

（ 19.6 ） 14.3（ 14.2 ）

（ △ 0.1 ） 100.0（ 100.0 ）

※表示単位未満で四捨五入しているため計欄と一致しないことがある。

２ 歳出の状況

(1)性質別歳出

（ △ 0.1 ） 48.5（ 48.2 ）

人 件 費 （ 0.2 ） 15.8（ 16.1 ）

扶 助 費 （ 1.8 ） 21.7（ 20.7 ）

公 債 費 （ △ 3.7 ） 11.1（ 11.4 ）

（ △ 8.5 ） 12.6（ 13.7 ）

普通建設事業費 （ △ 7.5 ） 12.4（ 13.5 ）

災害復旧事業費 （ △ 51.6 ） 0.2（ 0.2 ）

　 （ 2.2 ） 38.9（ 38.1 ）

物 件 費 （ 6.6 ） 12.2（ 12.2 ）

維 持 補 修 費 （ 5.3 ） 1.3（ 1.3 ）

補 助 費 等 （ 7.5 ） 8.8（ 8.8 ）

そ の 他 （ △ 3.6 ） 16.5（ 15.9 ）

（ △ 0.5 ） 100.0（ 100.0 ）

※表示単位未満で四捨五入しているため計欄と一致しないことがある。

(参考資料)　平成28年度市町村普通会計決算額等

（単位：百万円、％）

区　　分 28年度 27年度
伸　び　率 構　成　比

8,721 0.4

（　）は前年度 （　）は前年度

地 方 交 付 税 179,969 186,064 △ 3.3

地 方 税 284,450 282,759 0.6

地 方 譲 与 税 8,760

△ 13.3

県 支 出 金 47,865 46,656 2.6

国 庫 支 出 金 124,915 120,502 3.7

繰 入 金 24,773 16,682 48.5

地 方 債 89,041 97,519 △ 8.7

34,953 40,327

歳 入 計 886,223 885,010 0.1

そ の 他 126,451 126,108 0.3

（単位：百万円、％）

区　　分 28年度 27年度
伸　び　率 構　成　比

114,788

5.6

（　）は前年度 （　）は前年度

義務的経費 414,518 408,006 1.6

94,734 96,327 △ 1.7

134,635 136,304 △ 1.2

185,149 175,375

投資的経費 107,577 116,217 △ 7.4

△ 7.8

そ　の　他 332,159 323,112 2.8

105,835

1,742 1,429 21.9

74,904

104,455 103,244 1.2

11,485 11,019 4.2

歳 出 計 854,254 847,334 0.8

0.9

141,315 134,632 5.0

74,217



(2)目的別歳出

（ 4.3 ） 0.7（ 0.8 ）

（ 1.3 ） 11.8（ 11.4 ）

（ 3.7 ） 35.4（ 34.4 ）

（ △ 8.4 ） 9.2（ 9.9 ）

（ △ 8.3 ） 0.2（ 0.2 ）

（ △ 3.9 ） 3.6（ 3.3 ）

（ 53.7 ） 1.5（ 1.8 ）

（ △ 2.2 ） 12.3（ 12.3 ）

（ △ 1.1 ） 3.3（ 3.5 ）

（ △ 4.4 ） 10.7（ 10.8 ）

（ △ 51.6 ） 0.2（ 0.2 ）

（ △ 3.7 ） 11.1（ 11.4 ）

（ △ 12.5 ） 0.0（ 0.0 ）

（ △ 0.5 ） 100.0（ 100.0 ）

３ 決算収支の状況
（単位：百万円）

Ａ

Ｂ

Ｃ（Ａ－Ｂ）

Ｄ

Ｅ（Ｃ－Ｄ）

４ 地方債の状況
（単位：百万円、％）

（ 1.2 ）

５ 積立金の状況
（単位：百万円、％）

（ 6.6 ）

うち財政調整基金 （ 6.7 ）

６ 経常収支比率の状況 （単位：％）

( △ 1.0 )

（　）は前年度 （　）は前年度

（単位：百万円、％）

構　成　比伸　び　率

議 会 費 5,755 6,372 △ 9.7

区　　分 28年度 27年度

総 務 費 100,433 97,003 3.5

民 生 費 302,842 292,151 3.7

衛 生 費 78,352 83,467 △ 6.1

農林水産業費 30,682 28,296 8.4

労 働 費 1,881 1,558 20.7

土 木 費 105,634 104,593 1.0

商 工 費 12,672 14,919 △ 15.1

教 育 費 91,207 91,125 0.1

消 防 費 28,259 30,032 △ 5.9

公 債 費 94,793 96,384 △ 1.7

災 害 復 旧 費 1,743 1,429 22.0

歳 出 計 854,254 847,334 0.8

そ の 他 2 7 △ 71.4

※表示単位未満で四捨五入しているため計欄と一致しないことがある。

区　　分 28年度 27年度

形　式　収　支 31,969 37,676

歳入決算見込額 886,223 885,010

歳出決算見込額 854,254 847,334

翌年度繰越財源 5,369 6,806

実　質　収　支 26,600 30,870

区　　分 28年度末残高 27年度末残高
伸　び　率

（　）は前年度

地方債現在高 927,199 924,603 0.3

（　）は前年度
伸　び　率

積立金現在高 272,143 258,683 5.2

区　　分 28年度末残高 27年度末残高

（　）は前年度

126,878 125,915 0.8

経常収支比率 89.4 87.1 2.3

区   分 28年度 27年度
増　　減



７ 市町村別の状況

（単位：百万円、％）

歳　入
総　額

歳　出
総　額

歳入歳出
差　　引

翌年度に
繰り越す
べき財源

実　質
収　支

財政力
指  数

経常収
支比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比　　率

地方債
現在高

積立金
現在高

Ａ Ｂ Ｃ(Ａ－Ｂ) Ｄ Ｅ(Ｃ－Ｄ) 26-28平均 26-28平均

岡 山 市 288,551 278,931 9,620 2,083 7,537 0.80 88.1 8.1 13.5 312,104 44,452

倉 敷 市 184,696 179,951 4,745 894 3,850 0.86 88.7 6.3 42.6 172,814 30,619

津 山 市 50,259 48,747 1,512 92 1,421 0.54 94.2 11.7 137.5 74,072 12,536

玉 野 市 23,646 22,954 692 10 682 0.58 98.1 6.1 36.3 22,147 2,391

笠 岡 市 24,303 23,794 510 180 330 0.55 95.3 5.8 67.5 23,003 1,555

井 原 市 20,022 19,620 401 185 217 0.41 93.6 11.2 - 18,278 16,816

総 社 市 28,018 27,318 700 122 577 0.58 91.7 9.8 37.4 29,499 10,996

高 梁 市 26,076 25,329 747 150 597 0.32 94.2 11.3 89.4 32,165 8,397

新 見 市 26,175 24,162 2,013 397 1,616 0.25 83.8 10.0 48.6 31,401 12,700

備 前 市 22,586 21,901 685 191 494 0.45 94.7 12.3 21.4 18,612 10,696

瀬 戸 内 市 18,513 17,669 844 214 630 0.54 83.6 10.0 43.9 16,213 10,159

赤 磐 市 20,162 19,131 1,031 194 837 0.47 91.4 8.0 21.7 21,020 11,603

真 庭 市 33,318 31,985 1,333 60 1,273 0.31 87.4 8.8 - 36,537 25,584

美 作 市 20,927 19,851 1,076 40 1,035 0.26 89.3 13.5 38.6 26,316 15,876

浅 口 市 15,845 14,797 1,049 78 970 0.44 94.2 10.6 20.1 13,918 9,000

市　計 803,099 776,141 26,958 4,891 22,067 0.66 89.7 8.4 34.0 848,099 223,379

和 気 町 9,416 8,947 468 34 434 0.31 94.7 12.9 67.8 8,468 4,150

早 島 町 5,265 5,005 261 58 203 0.67 92.5 6.9 23.1 4,661 1,925

里 庄 町 4,964 4,572 392 67 325 0.58 88.8 7.0 - 3,409 2,206

矢 掛 町 9,684 9,251 434 47 387 0.39 87.6 7.9 - 8,803 8,432

新 庄 村 2,113 2,004 110 3 106 0.20 83.2 5.8 - 1,293 2,018

鏡 野 町 12,687 11,892 795 94 701 0.35 83.6 7.8 63.7 15,532 10,600

勝 央 町 5,786 5,421 366 14 352 0.50 91.1 14.8 111.9 6,164 2,299

奈 義 町 5,168 4,466 701 21 681 0.29 70.6 4.1 - 3,447 4,035

西 粟 倉 村 2,830 2,688 142 70 71 0.13 87.2 8.6 - 2,140 1,427

久 米 南 町 3,856 3,710 146 0 146 0.20 93.2 11.7 69.7 4,049 1,515

美 咲 町 11,556 10,780 776 21 755 0.24 83.9 11.5 40.4 11,144 6,599

吉 備 中 央 町 9,798 9,377 421 49 371 0.25 85.8 12.5 48.5 9,990 3,558

町村計 83,124 78,113 5,011 478 4,533 0.34 87.0 10.0 28.8 79,100 48,763

県　計 886,223 854,254 31,969 5,369 26,600 0.62 89.4 8.6 33.5 927,199 272,143

（注１）表示単位未満で四捨五入しているため計欄と一致しないことがある。

（注２）指標の計欄数値は加重平均である。

区　分


